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参事官（子ども・子育て支援担当） 

 

施設型給付等の支払いについて（依頼） 

 

 平素より、子ども・子育て支援施策の推進、子ども・子育て支援新制度の施行にご尽力い

ただき、ありがとうございます。 

 子ども・子育て支援新制度の施行に伴う施設型給付等（私立保育所に対する委託費、地域

型保育給付を含む。以下同じ。）の支払いについては、施設・事業者の事業運営に支障が生

じることのないよう、下記の点に留意の上、ご対応いただくよう特段のご配慮をお願いいた

します。 

 なお、各都道府県におかれましては、本事務連絡につきまして、貴管内市町村に周知して

いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

○  平成２７年３月１０日付け事務連絡「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関

する基準の制定に伴う実施上の留意事項（案）の送付について」においても依頼したと

おり、施設型給付等に係る各種加算については、４月時点でその認定が行われていない

状況も想定されますが、その際は、各施設・事業者からの申請をもって暫定的に施設型

給付等の支給を行い、加算の認定が行われた後に確定し、遡及して適用するなど、柔軟

の対応をお願いします。 

 

○  施設型給付等に係る各種加算については、加算の要件を満たす場合に加算されるもの

ですが、施設型給付等の性格上、加算の要件を満たしているにもかかわらず、市町村の

独自の判断により加算を行わないという取扱いは認められません。 

 

○  施設型給付等の支給については、平成２７年２月３日付け事務連絡「施設型給付費等

の支払について」において、自治体の実情により必要と認められる場合には、毎月支給

ではなく、数か月分をまとめて、あらかじめ概算払いにより行っていただいても差し支

えない旨をお示ししているところですが、この取扱いは、あくまで前払いを想定したも

のです。もとより、子ども・子育て支援法施行規則第１８条においては、毎月支給する

ものとされており、数か月分をまとめて後払いすることは認められませんので、そのよ

うな運用がなされることのないよう、ご留意願います。 

 
問合せ先： 

内閣府子ども・子育て本部 

参事官（子ども・子育て支援担当）付  

TEL:03-6257-3096、FAX:03-3581-0992 

  


